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妻32主 大会シンポジウム

｢ 2 0 0海里体制下の漁業再編

一北太平洋域を中心にして- ｣

2 0 0海里体制化以降の国際漁業関係の変容

長　谷　川　　彰

1.漁業生産の世界的動向と特徴

1 9 7　7年の新海洋体制-の移行を境に漁獲

量の顕著な増大を見せた主要国は,北･中米で

のカナダ,米国,メキシコ,ヨーロッパでのア

イスランド,そしてアジアではフィリピン,イ

ンドネシア,マレーシアであって,いずれも広
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大な2 0 0海里水域を獲得した,いわゆる沿岸

国である｡

これに対して,漁獲量の顕著な減少国は,ソ

逮,ノルウェー,スペイン,英国で,いずれも

遠洋漁業国です｡それ以外の遠洋漁業大国･日

本と韓国の場合,総漁獲量は横ばいであるが,

遠洋漁業部門としての著しい滅産や本来の生産

増加を厳しく抑制されたという意味で,上記の

諸国と共に,新海洋体制によるマイナス影響圏

と見ることができる｡また,それらの国々の中

でも最大の減産国は,世界最大の遠洋漁業国で

あったソ連であり,その数量は2百数十万トン

にのぼったと見られる｡

ところで, 1 9 7 6年から数年の世界の総漁

獲量そのものは余り変化していないから, 200

海里体制自体が一方における増産国と他方にお

ける滅産園をつくり出したことになる｡新海洋

体制が,まさしく世界水産資源の国際的な再分
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割として機能したことの証左を,以上の各国漁

獲実績に見るのであるo

ところで, 7 6年以降の各国漁獲量の推移を

年次別に細かく観察してみると,滅産国におい

ても漁獲量の滅少が必ずしも現在まで続いてい

るわけではなく, ｢200海里｣開始後,数年

間で滅少が止まり,その後はいずれも微増に転

じている｡新体制化に伴う直接影響が発現して

いた局面から, 2 0 0海里水域制-の各国の対

応が進み,国際漁業関係もまた新たな, 2 0 0

海里時代の第2段階とも言うべき局面-の展開

を遂げつつある｡

2.国際漁菓関係の三つのタイプ

2 0 0海里時代に突入してから9年,国際漁

業関係はなお新しい秩序形成の過程にあるわけ

であるが,日本漁業との関連でその動きを整理

してみると,次の三つのタイプを抽出すること

ができる｡

第-は,発展途上国との間,特に南方域のマ

クロ漁業やトロール漁業などにその典型が見ら

れるものであって,一定の料金ないしそれに代

る経済的供与を条件に,入漁による直擾生産が

行われるケースである｡この場合,当該国の漁

業生産力が低く,その2 0 0海里資源に"余剰"

が大量に生じるという社会的条件の存在が前提

としてある.また,入漁料が次第に引き_上げら

れて来たため,現在では,漁船経営の採算限界

との見合いで入漁を取り止める漁場が現れ始め

ていると言われる｡それは入漁料をめぐる経済

的均衡関係が国際的に形成されつつあることを

示唆している｡

第二は,ソ連との関係に現れている　t等量主

義"による国際バランスである.この場合,日

ソ両国が漁類資源大国であり,かつ相互に交換

可能な余剰資源を持っていることが前提になっ

ている｡
"等量主義''とは言っても, ｢日ソ･ソ日漁

業暫定協定｣ (1 977-84年)の下での漁

獲割当量には,日ソ間で20-1 0多の開きが

あり,日本のtt実績主義"がなお痕跡的に残留

していた｡しかし｢日ソ地先押合漁業協定｣

(1984年12月～)に基づく85年割当て

からは,両国が完全等量の6 0万トンになり,

更に8 6年には,操業条件の平等化-漁獲実続

の等量化を求めるソ連の主張が通って,割当量

は1 5万トンに激威した.

このように漁獲割当量が次第に淑少している

ところから,将来のゼロ状態を予想する向きも

あるが,ゼロ水準になったものは,言うなれば

日本のtt実績主義"である｡両国2 0 0海里水

域における余剰資源の交換可能性そのものがな

くなったわけではないのであるから,その実現

を追及する新たな政策視点があって然るべきで

あろう｡

第三は,対米関係に最も鮮明に現れている外

国漁船排除の動きであろる｡

ただし米国の場合, tt排除"には二つの内容

がある｡政治戦略の手段として2 0 0海里資海

の割当量を操作する場合と,自国の漁業及び水

産加工業の振興手段として,割当量の減少が図

られる場合とである｡

前者に当るものとしては,アフガニスタン問

題におけるソ連や捕鯨問題における日本.に対

する割当量の制裁的削渡が挙げられるo事が政

治問題から発しているから,いかに削銭がドラ

スチックに行われようとも,問題が解決すれば

いずれは原状に回復することを内在したものと

見ることができる｡

その点,後者は違う｡途上国と異なり,入漁

料-の国家的依存を基本的に必要とせず,かつ,

必要な漁業生産力を創出し得る社会的能力を持

つ先進資本主義国のことであり,市場条件さえ

調えは完全な"排除"が確かに起り得ると見な

ければならない｡しかし,米国が果してそれを

なし得るかどうか｡日本と米国の漁業生産力の

差異並びに市場･流通条件の相違を踏まえ,か

つ入漁,ジョイント･ベンチャー,貿易の各形

態の経済的優劣及び業者間の利害関係を比較し

判定する国際的視点からの分析が,今後の見通

しと対策をたてるために必要である｡

3.普よめ

北太平洋域における現局面は,日本漁業の
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tt突崩"の完全な後退｡削滅期であると見るこ

とができる.この水域における新たな国際漁業

の秩序は,終局のところ,漁場･資海の利用関

係も含めて市場経済としての整合性を強化して

行くことになるであろう｡そして日本は,北太

平浮城における利用漁場並びに水産貿易の比重

の大きさから,この動きの中心的存在になり,

反面また,日本漁業自身も,そうした国際関係

の新しい仕組みに対応して経済構造の再編を進

めざるを得なくなろう｡

新海洋法体制下における遠洋漁業資本の対応

岩　崎　寿　罪

1.米国漁業水域における日本漁業

米国,ソ連のはか, NZ,豪州,南ア,南太

平洋諸国等,日本の遠洋底びき,カツオ･マグ

ロ,遠洋イカ釣等は外国の200カイl)水域に

大きく依存している｡

このうち米国についてみると,底魚について

の日本の割当は,

1977-1984年　　110-140万トン

1985年　　　　　　　90万トン

1986年　　　50-　60万トン

と最近滅少が薯じるしい｡米国水域では,母船

式底びき,遠洋底びき,はえなあが操業してお

り,スケソウダラ,カレイ類,マタラが主たる

魚種である｡

米国の外国割当の基本算式

OY　-リザーブ　ー　DHA ( DAP　+

適　正

漁獲量 調整用　　　　　　陸上加工用

JVP) -　TALFF

洋上買付用　外国割当

米国が漁獲できない余剰分を外国に割当る仕組

みとなっている｡

2.米国の基本政策

2 0 0カイリ内の水産資源の米国による完全

利用を目指している｡しかしベーリング海での

伝統的漁業は,サケ漁業,カニかご漁業,オヒ

ョウ,マダラ等のはえなあ漁業であり,トロ-

ノレはエビを対象とするもの程度であった｡この

ため,日本,韓国.ソ連等のトロール漁業にく

らべて競争力が劣っており,マーケットも小さ

かった｡

米国政府はfish& chips　政策,即ち米

国漁業の振興に協力している度合に応じて,そ

の国に漁獲割当を行う政策考とった｡日本が

スケソウダラの洋上買付(JV) ,底魚製品の

買付を実施せざるを得なかったのもそのためで

ある｡日本のほか韓国,ソ連等もJVを拡大し

てきており,その意味では米国漁業の発展を図

る米国の政策は成功したといえる｡

スケソウダラJV数量の増大

1982年　83年　84年　　85年　86年

千トン

128　283　444　(633) (776)

(荏) 8 5年-8 6年は計画数量

このJVの拡大によって,カニ漁業からの転

換を中心にトロール漁業の発展をみたQ　しかし,

加工業者はJVの拡大による利益を全く享受で

きない｡米漁業者は漁獲物を外国トロール=船

に売渡してしまうからである｡加=業者から外

国漁業のフェーズアウトが強く主張されるのも

そのためである｡

外国漁業特に日本を追い出せば,日本市場に

おいて供給不足が生じ価格が上昇する｡そして

コストの高い米国製晶でも輸出が可能となり米

日水産業の振興が促進される｡日本のスケソウ

漁業を追い出せば,日本企業はスリミの購入忙

殺踏するから,米国スリミ産業の発展を促進で

きるという戦略をとろうとしている｡
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外国漁業をフェーズ･アウトする手段は,第

1に法律で規定することである.この種の法案

は毎年,米議会に提出されているが,まだ制定

されていない｡第2の手段は,上記の基本算式

でTALFFは,余剰分であるから, OYを悪

意的に下げたり, DAHを窓意的に上げれば自

動的にTALFFを減少させることができる｡

前者の例には,カニ,大西洋のイカ,アラスカ

湾のカレイ等があり,後者はスケノウ,マタラ

等がある｡

3.日本企業の対応

こうした外国漁業の締め出しに対する対応策

は,大企業と中小資本では違うが,漁船の稼動

率の維持と水産物(商材)の確保の2つの観点

から次のようなことが考えられる｡

(1)漁場の多角化

公海操業の拡大(ベーリング,天皇海山) ,

南方漁場(トロール) -の転出,イカ流網漁業

の併用など｡

(2) JVの拡大

洋上買付事某の拡大把より工船の稼動が可能

であるし,商材も確保できる｡それは米水域の

みに限られない.

(3)貿易の拡大,相手国-の投資の拡大

商材確保の観点から,買付の増大や必要に応

じて,相手国での合弁会社による加=場の建設

や漁業の実施が考えられる｡しかし,これらの

方策は,漁船の稼動率の維持,乗組員の雇用維

持にはつながらない｡商社等との競争も激しく,

水産企業としての優位性は必ずしもない｡

(4) TALFFの確保

極力. TALFFの減少を防止する｡

結局,以上の諸方策を組みあわせて,対応し

ていかざるを得ないoそれは短中期的把は漁船

の稼動の維持(それは収益性の低下防止につな

がるo )が重視され,長期的には,企業構造の

変化を志向するのではないかと思われる｡

2 0 0海里体制下における沖合･沿岸漁業の再編

一　北海道のばあい　-

増　田　　洋

-　200海里体制-の移行にともなう直疫的な漁

業再編は,政府による救済措置をともなった減

船によって行われた0 1 9 7 7年水産庁が決定

した第1次北洋海域における渡船隻数は, 2 3

業種3,163隻の32多強に当る1,025隻で

あったo政府がとった救済措置は,滅船漁業者

に対して支給する政府交付金と残存漁業者が滅

船漁業者に対して負担する相互補償(いわゆる

｢とも補償｣)に要する資金の融資とし,政府

交付金は淑船把より直接に発生する損失経費の

補嘆であり,相互補償分は減船による営業上の

地位の喪失にともなう期待利益の喪失に対する

補項,という意味をもたされていた｡

2 3業種のうち全面的に減船された業種は8

業種,総隻数は1 8 5隻であった｡エビかご,

以南ニシン刺網,樺太西･沿海州タラ刺網,メ

ラはえ縄漁業は,その代表的なものである｡こ

れら漁業の多くは一部地域に特化した漁業であ

ったこともあり,地域経済に与えた影響は大き

い｡また,太平洋′J､塾サケマス,日本海サケマ

ス流しおよびはえ縄漁業も地域漁業の中蔵にな

っている地区が多く,これ■も大きな影響を与え

た｡

二　しかし, 200海里体制移行後魚価の著し

い上昇があったり,また,減船に対する補償等

があったことにより,当初は,見通しのない深
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刻さというまでには到っていなかった,といっ

てよいように思われる｡それは,この投階の再

編が,従来の漁業規制を前提とした漁場縮小在

家に見合った形式的な数字合わせ的なものに止

まらざるなえなかったことによっていようo L

かし, 1979, 80年以降における第二次石

油価格の高騰と魚価の下落というダブルパンチ

と2 0 0海里体制下の各国における漁業規制の

強化.新海洋法秩序の実質化にともなって漁業

再航は,個別経営および地域漁業の内面把まで

最遠するに到った｡

この過程は,不況下における経営危機が国際

環境の悪化と相乗化され,また経営体質の改善

が不十分なまま危機打解のための金融的措置の

拡充による負債の累積過程でもあった｡それは.

経営危機を借入金によって継ぎ,危機を回避で

きないまま負債を累積させるという過程である

が,系統金融の末端である単協自体についても

事情は同じで個別経営を自然淘汰的に倒産させ

ることは組合経営の直顔的な危機となり,貸付

を止めるわけにはいかないという事情にあった

のである｡そうした点では, 2 00海里体制下

における直接の漁業再編の問題は,地域漁業に

おける負債累積構造に吸収され.表面化しえな

かった.といってよいように思われる.

三　かかる漁業再編が北海道において改めて

表面化し,問題となるのは2 00海里内におけ

る操業規制が全般的に強化され,魚価が低迷す

る1982, 3年頃からである｡こうした事態

に対処するために,北海道水産部は, 8 4年4

月｢漁船漁業の再編整備対策について｣ , 8 5

年8月｢沿岸漁船漁業の漁業種類別生産体制の

再編成｣をまとめ,漁業者に提示し討議に付し

ている.こうした動きに対する評価あるいは見

通しについては,にわかに判断がつく問題では

ないが,本報告全体では沖合漁業の縮小その沿

岸漁業との関連を主として労働力移動の相互依

存関係に視点をおいて検討したい,と考えてい

る.漁業再編成の可能性は,まさにこの点にか

かっている,と思われるからである｡

水産物貿易の構造と問題点

1.水産物貿易の特徴

最近の日本の水産物輸入はtl集中豪雨"的特

徴を依然としてもっており,その水準は国内生

産額の約3分の1,生産量の1割に匹敵する｡

しかもエビ,マグロ類,サケ･マスといった特

定の高価格魚を中心とした輸入構成から,日本

向けの漁獲枠の縮少で輸入に依存せざるをえな

くなった魚種(ギンタラやアカウオ等)や加工

用原料魚など,中･低価格魚をも含めた,水産

物輸入の全面的展開に進み始めているのが特徴

である｡

しかも世界的にみて,水産物の輸入,輸出は

ともに先進国によってになわれている｡水産物

貿易は先進国間型の特徴を有しているのである｡

堀　口　健　治

もちろん発展途上国からの輸出もェピ類等,そ

のウエイトが大きいものもあるが, "抽出的輸

出"の性格が強い｡先進国の場合も抽出的輸出

(および抽出的輸入)の傾向は采だあるが,も

ともと漁場開発のための技術や人的資源,資本

もあり,漁港-のインフラ投資もすでになされ

ていること,また魚-の需要の多面的増大が期

待可能な国内市場ももっているので,その輸出

･輸入の量とそのシェアを高めてきており,さ

らにその全面展開のための開発が,資本によっ

て重点的になされていると考えられる｡

2.水産関連資本の動向

しかも漁業生産そのものがもつリスクを避け

て,むしろ生産分野を中小資本に任せ,自らは
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商社的機能にその経営努力をシフトさせてきた

大手水産資本は,総合商社と同様に, 2 0 0海

里体制下の事態のもと,ますます相手水域に多

国希的把参入し,日本に相手先から開発･輸出

する動きを強めるとともに,相手先の国内市場

の開発,三国間貿易を広げることで利益を確保

しその活動を安定化させようとしている｡

米国2 0 0海里内のスケソウダラ確保にあた

っては,米国がその総漁獲量を国内消費分,つ

いで洋上で原魚を外国に輸出する分(ジョイン

ト･ベンチャー) ,最後に外国漁業者の漁獲分

の順番で割りふる政策のもとで,むしろ横極的

にジョイント･ベンチャーに参加する道を選択

することになる｡日本国内で日本漁船分の割り

あて削減に結果としてつながる(国内対立)と

しても,資本の海外進出の動きはやむことがな

いo入漁料の高騰はその傾向に拍車をかけるこ

とになる｡

さらにいえは,留萌の数の子の中小加=業者

が,自らLCを開設し,商社を経由することな

く,自力で米国,カナダの原卵を現地で買付け

る動きが現実化し始めたもとでは,従来のよう

な買付で利益をとる(売買差益)単純なビジネ

スでは大手資本の利潤は確保できない｡現地で

の数の子原卵の買付に.水産担当の商社だけで

はなく,その他の商社等も参入して買付競争

(キャッシュ･パイも含めて)を演じたことは

記憶に新しいが,そこ-中間マージンをぬいて

日本の加工業者も直接のりこんできたわけだか

ら,現地での価格はますます上昇し,商社の利

巾を小さくしたのである｡

そうした状況のもとで,大手水産会社,総合

商社の資本進出,現地での資源開発から加工,

流通,市場開拓,輸出･人という全面的な資本進

出は,例えば大手商社の米国でのマクロ缶詰関

連市場-の参入にみられるように,今後,きわ

めて荘目されるものである｡資本の世界戦略の

一環として,日本の市場の位置づけがなされて

いることを認識しておく必要が,われわれにあ

るだろう｡

3.中小加工資本の海外進出と輸入制限
一方,加=業者を中心にして,中小業者の海

外-の資本進出も進んできている｡例えはイカ

の珍味加工の場合,内臓処理,ボイルといった

一次加=部分を韓国,台湾に依頼するケースが

出てきている｡進出の形は,委託加工,技術指

導の段階から合弁等,さまざまである｡だが,

汚水処理に対する制限が弱かったり,労賃等の

コスト安も海外進出を魅力あるものにしているo

最近の円高も促進要因になっているし.各国の

漁獲制限に対する対応としての分散の有利性も

あずかっているだろう｡

さらにいえば,からし明太子のように,タラ

コは輸入制限品目だが,その加工品は自由なた

め,韓国にスケソウダラを帝人(あるいは韓国

産のものを利用)し,からし明太子として日本

に輸入することで,輸入制限を逃れる目的をも

って海外進出する事例がでてきている｡また紀

文のように,カニ風味かまぼこの=場を米国,

英国に作り,現地での市場開拓のケースもかな

り一般的になってきている.

4.ま　と　め

2 0 0海里体制のもと,資源そのものが｢政

治｣化するなかで,資本が｢経済的｣意図で多

国篇化し,水産物貿易はより複雑な要因でその

動きを規定されてきているといえよう｡

第3 3回　漁業経済学会大会のお知らせ

1･会　場　　北海道大学水産学部　講議棟　　大講議室
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〒014　函飴市港町3丁目1番1号

電　　話　0138-41-0131

2･日　程

45月30日(金)　午敢10時から

一般報告

●5月31日(土)　午前9時30分から

シンポジウム

｢ 2 0 0海里体制下の漁業再編

一北太平洋域を中心にして- ｣

●総　会　5月30日(金)

午後1時～2時

3.配布史料

当日の配布資料は,各自7 0部はど御用意

下さい｡

4.大会運営

事務局および大会の準備,編集担当常任理

事を中心にして,その他の理事各位の協力の

もとに行います0

5.懇親会

5月30日　午後6時より学内厚生会館内

生協食堂で行います｡

会　費　　3,000円

6･大会参加費

2,000円(レジメ代を含む)

7･プログラム予定

oシンポジウム･テーマ｢200海里体制下

の漁業再編一北太平洋域を中心にして- ｣

｢ 2 0 0海里体制化以降の国際漁業関係の

変容｣

長谷川　彰

｢新海洋法体制下における遠洋漁業資本の

対応｣

岩崎　寿男

｢ 2 0 0海里体制下における沖合･沿岸漁

業の再編一北海道のはあい- ｣

増田　　洋

｢水産物貿易の構造と問題点｣

堀口　健治

司会　　山本　息　　池田　均

●一般報告

4月2 2日現在申し込みのあった｢般報告

増蒜･く環.'1号遇㌫禁‰^T,_
･亨等.J久tもをt☆蛸fh

r fは町一丘沖わ相11-が根It-ty哨一

･左旬･ぐ^ 9繕(七号か5･

一五埠幹畑均一Q･AJ41か由一te摘心-

(@　*>

｡ ･-,-h･･1,Srt - 1丘嘘和彦約-は･:Aへ細

61 ~W･1 -サ11食l-上!t･√えへ†韓
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演題は次の通りです｡

｢北海道における押合底曳網漁業の拡大過

程｣

板倉　信明

｢水産物商品化とその主1利(仮題)

中居　　裕

｢マグロの需給と価格形成｣

多屋　勝雄

｢ ｢産業社会｣展望と国際的漁業調整の一

視点｣

志村　賢男

｢北太平洋のサケ･マス漁業の動向｣

山本　　息

｢人工魚雅の経済効果一北海道島牧村の事

例より-｣

境　　一郎

｢年令別水産物消費｣ (仮題)

小野征一郎

㊨　全国理事会等の日程

●全国理事会

5月29日(木)　午後5時から

北海道大学水産学部漁業学科会議室(研究

棟6階)

●シンポジウム報告検討会

5月29日(木)　午後2時から

北海道大学水産学部水産経営教授室

●学会賞選考委員会

5月29日(木)　午後2時から

北海道大学水産学部水産経営資料室

㊥　函館での宿泊施設の案内

(各自で予約して下さい｡ )

<市内>

函館国際ホテル

電　0138 (23) 87　51

<料金　8,000->

ホテル函館ロイヤノレ

電　0138 (26) 818 1

<　同　6,110->

ホテノレオーシャン′

電　0138 (23) 2200

<　同　4,900->

ホテルサンシティ函館

電　0138 (27) 0030

く　同　5,500->

ホテルリッチ函館

電　0138 (26) 2561

<　同　5,000->

法華クラブ函館店

電　0138 (52) 3121

<　同　8,000->

<蕗の川温泉>

竹　棄

電　0138 (57) 5171

<　同　7,000->

湯の川タワーホテノレ

電　0138 (59) 1 51 5

く　同　4,500->

芳明荘

電　0138 (57) 8484

文部省共済

ホテル7カシャ

電　01 38 (52) 221 1

学校共済

学会短信NcL49 

1986.5. 

事務局 

〒108東京者時区港南4-5-7 

東京水産大学内 

電話03(471)1251 
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